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■■  ははじじめめにに  
NLT（Nail Laminated Timber）とは、挽き板（製材）を重ね

て挽き板（製材）どうしを釘により留め付けた木質の建築用
部材である（図1）。NLTは、製材を釘打ちすることにより製
造できるため、小規模な加工工場や製材工場などでも製
造が可能であり、近年は、国内においても実用化の動きが
進んでいる1)。しかし、NLTを壁材として使用する際の力学
的な特性を正確に求める手法は提案されていない。 
本研究の目的は、NLTを建物の壁材として用いた際の

力学的特性、特に製材間で生じる支圧力と摩擦力の影響
を明らかにすることである。本研究により、住宅等で用いら
れる一般の挽き板（製材）の利用が拡大し、地域の製材所
等での製造が可能となることで、地域の林業や木材産業
の活性化につながるという意義を有する。 

 
■■  活活動動内内容容  
１．モデル化と計算 

NLTの耐力壁としての利用を考え、頂部に水平力を加
える面内せん断力試験（図2）を実施。水平力に対する抵
抗要素として、以下の3点を考慮し、計算により荷重変位角
曲線を求める方法を提案した。 
①構成製材を接合する釘接合部のせん断力 
②製材の土台と桁へのめり込み 
③製材間で生じる支圧力と摩擦力 

実験結果と計算結果の比較を図3に示す。図3の縦軸は
NLTの頂部に作用する水平力、横軸はNLT頂部の水平変
位量を試験体高さで除した値（せん断変形角）としている。 

 

計算の結果から、製材間で生じる支圧の面積を製材の全
断面積の約20%とすると、実験値と近い値となった。また、
NLTのせん断変形量が増加すると、製材間で生じる支圧
力と摩擦力の影響が大きくなる一方、製材が土台と桁へめ
り込む量は減少する。 
 
２．今後の実験 
 製材間に生じる支圧力と摩擦力の影響を定量的に評価
するため、以下に示す2つの実験を行う。 
[実験A] 
 図4に示すように、製材間に隙間を設けることで、製材間
に生じる支圧力と摩擦力の影響を明らかにする。 

[実験B] 
図5に示すように、製材間に加圧された箇所が赤く発色

するフィルムを挟み面内せん断試験を行い、製材間に生
じる支圧力、および支圧面積を明らかにする。 
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図１ Nail Laminated Timber (NLT) の概要 

図２ 面内せん断試験の様子 図３ 計算値と実験地の比較 

図４ 実験Aの概要 

図５ 実験Bの概要 
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■■  ははじじめめにに  
2011年東日本大震災は東北太平洋岸の相対海面（RSL）

に段差的変化を生じさせた。本研究では、仙台湾〜鹿島
灘を対象に、衛星画像から抽出した月次汀線（CoastSat）と
GNSS鉛直時系列を統合し、地震直後の汀線変位とその後
の回復を定量化した。GNSSは震前基準への整合、季節成
分の除去、Hampelフィルタ、月次中央値による共通モード
補正を施し、距離減衰と分散逆数に基づく重み付きIDWで
代表沿岸点へ写像、LOOCVで精度を確認した。因果識
別のため、地震非影響域の対照岸段を設けたBACI／差
分推定と合成対照（SCM）を併用し、平行トレンド検定と疑
似介入（安慰剤）検証で有意性と頑健性を点検した。 

 
■■  活活動動内内容容  

1. 発表内容：一般ポスター。対象域（仙台湾〜鹿島灘）、
データ（CoastSat・GNSS）、前処理（基準整合・季節除去・
Hampel・CME）、IDW統合とLOOCV、BACI／SCMの因果
検証、主要結果（Δx0–Δh0、All−C1、Kr等）を図表で提示
する。 

2. デモ・資料：モノクロ印刷で見やすい相関図（All−C1
のΔx–Δh）、代表地点の二段パネル（GNSS・汀線）と処理
フロー図を掲示。 

 
３．目的は、地震に伴うRSL躍変に対する汀線の初期応

答と回復過程を統一手順で定量化し、再現性のある指標
（K0・Kr・τ）として整理することである。解析の結果、8本の
基幹測線と3本の候補測線では汀線後退量が沈降量にお
おむね単調に増加した。感度解析では、高影響点C1を除
く場合（N=10）にΔx0–Δh0の関係が安定で、Pearson 
r=0.78（p=0.008）、OLS／Theil–Senの傾きは約0.54 m 
cm−1（95%CI 0.04–0.94）で大きくは変わらない。一方、C1
を含めると傾きは約0.14 m cm−1に低下し、津波による地
形再編や人工構造物、局地地形などのサイト固有要因が
示唆された。回復期（2011–2025）には複数地点で汀線前
進速度rxが鉛直速度rhに正に追随し、回復効率Kr=rx/rh
が有効な指標であることを確認した。 
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